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寄　稿 高成長を続けるインド経済の実態と今後の展望

はじめに
昨年、中国を抜いて世界最大の人口大国に躍り

出たインドは、現在、世界主要国の中でも高い経

済成長を示している。目下、インドは経済のみな

らず、政治、外交の分野でも世界でのプレゼンス

を大きく高めつつある。2024年 ６ 月、連立政権な

がらも、第 ３次モディ政権がスタートした。同一

政権が連続して ３期目を迎えるということは、イ

ンドではネルー政権以来、これまでなかったこと

である。第 ３期目を迎えて、モディ政権は2047年

までにインドが先進国入りをするという目標を掲

げ、その実現に向けて新たなリーダーシップを発

揮しつつある。

本稿では、まずインド型発展とは何か、その特

徴が明らかにしつつ、持続的経済成長に向けての

モディ政権のこれまでの取り組みと実績がレ

ビューされる。さらにはエレクトロニクス、半導

体分野でのインド製造業の最新動向に注目しつ

つ、第 ３次モディ政権の方向性とインド経済の長

期展望について検討される。

１．インド型発展の特徴
独立後、インドは長らく混合経済体制の下で公

共部門優位の原則が貫かれる一方、民間部門に対

しては広範な経済統制が適用され、経済成長は

３.5％前後の控えめな水準（ヒンドゥー成長率）

に甘んじてきた。やがて国内外の環境激変に立ち

往生する中、1991年 7 月に経済改革が導入され

た。国内の規制緩和と同時並行する形で対外志向

型政策が採用され、貿易や直接投資の自由化が推

会的分裂要因にもなり得る驚くほどの多様性を包

含した社会であるという事実がある。独立以前、

500以上の藩王国が存在していた流れを汲んで、

州レベルでの独自性が強く、憲法によって州政府

に多大な権限が付与されているということで1、

全国一律の権威主義的な統治方式の適用はインド

には妥当しないということになる。たとえ決着す

るまでに時間を要するにせよ、選挙を通じた民主

主義的ルールを適用する以外、他に統治できる方

法は見当たらないというのがインドでの実情とい

える。

第 2に、経済発展はサービス部門主導型であっ

たことである。現在、インドは鉄鋼、自動車、さ

らに医薬品の分野では世界屈指の生産大国の座に

ある。しかしながら90年代以降、経済改革の下で

インド経済拡大の牽引役を担ったのは製造業では

なく、サービス部門であった。実際、1991年度か

ら202３年度までの期間中、GDPに占めるサービ

ス部門のシェアは40.６%から54.7%、また雇用で

も20.5％から29.7％に拡大した。他方、工業部門

進された。新興財閥の台頭を含めて、企業間競争

がにわかに活発化し、インドは新たな経済的拡大

を遂げるようになった。

中国は1978年末に改革開放に舵を切って以来、

その後長期にわたって10％を上回る経済成長を実

現した。中国に続いてインドが経済改革を導入し

たのは1991年であり、90年代は 5％台、2000年代

は 7％台の高度成長を達成した。それに伴って、

貧困線以下の人々の割合も199３年には45.３％で

あったのが、2011年には21.9％に低下するまでに

なった。2014～2３年の期間中、インドは中国に勝

るとも劣らないGDP成長率を記録した。コロナ

禍で一時的な挫折を余儀なくされたにせよ、今後

ともインドは中国を上回る経済成長が期待されて

いる（図 1）。

インドは人口14億超の人口大国であるが、イン

ド型発展の特徴として、特に指摘されるべきは次

の ３点である。

第 1に、民主主義体制下での経済発展を堅持し

てきたということである。独立後、インドでは軍

部のクーデターなどは一切なく、 5年毎に実施さ

れる総選挙を通じて政権交代がなされるという民

主主義のルールが確立されており、24年 4 ～ 5 月

に第18回総選挙が実施され、モディ政権は連続し

て ３期目を迎えることになった。政治の腐敗や不

正選挙の横行はしばしば指摘されることはあって

も、これまで不思議と選挙結果を覆すような泥仕

合は遭遇していない。

インドで民主主義体制が定着した背景には、イ

ンドは言語、宗教、カースト、地域的差異など社

から建設、電気・ガス・水道を除いた製造業の場

合、1980年度以降、ほぼ一貫して対GDP比で14

～1６%（雇用では11～12％）のレベルにとどまっ

たままになっている。

サービス部門の中で顕著な拡大を示したのは、

IT産業（ソフトウェア・サービス）、通信、銀

行・保険といった非対面型のサービス取引を特徴

にした業種である。とりわけインド経済の新しい

顔として台頭したIT産業は、理工系人材と英語

に堪能な人材を輩出できる利点を生かしつつ、グ

ローバリゼーションの潮流に乗じて成功した典型

的な産業である。インドのIT産業は典型的な輸

出主導型であり、90年代には年々約50％、2000年

代にも約３0％の成長を示した。その後、成長は鈍

化しつつあるものの、202３年度のソフトウェア・

サービス輸出額はインドの財・サービス輸出全体

の2６％を占める2052億ドルに及んでいる（RBI, 

2024a & 2024b）。

第 ３に、ダイナミックな人口動態が展開されて

いることである。202３年にインドは中国を上回る

高成長を続けるインド経済の実態と今後の展望
拓殖大学　名誉教授　小　島　　　眞

1 　インドは28州及び 8 連邦直轄地から構成されており、 インド国憲法の規定に基づいて州政府に広範な管轄権が付与されてお
り、警察、農業、土地などは州専管事項、さらに労働、土地収用、教育、電力などは中央・州共同専管事項とされている。

図 1　印中両国のGDP成長率

（注）インドのデータは年である。
（出所）インド政府統局、世界銀行
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世界最大の人口大国になったが、現在、その平均

年齢（中位数年齢）は28.4歳であり、中国に比べ

て10歳ほど若く、20６4年のピーク時には17億も達

する見込みである。総人口に占める生産年齢人口

（15～６4歳）のシェアは３0年に６8.9％にピークに

達し、その後も長らく約６7％のレベルで推移する

と見込まれる。

さらに人口動態に関連して注目されるのは、海

外移民が活発であり、海外インド系人（印橋）が

先進国、新興国を問わず、世界中に幅広く分布し

ていることである。インド外務省のデータによれ

ば、24年 5 月現在、非居住インド人とインド出自

人（両親、祖父母、曾祖父母のいずれかがインド

に生まれ、かつ居住していた者）を含む海外イン

ド系人の総数は３542万人に及んでおり、移民先の

第 1位は米国（541万人）、第 2位はUAE（３57万

人）、第 ３位はマレーシア（291万人）になってい

る。海外インド系人は移民先で総じて成功を収め

たコミュニティーを形成しており2、本国に知

識、技能、資金、さらにはマーケットをもたらす

懸け橋として、インドの経済発展を側面から支援

する存在になっている3。

２．モディ政権下のインド経済
2.1.　第１次モディ政権

国民会議派主導の統一進歩同盟（UPA）政権

末期に一連の汚職スキャンダルが噴出し、いわゆ

る「決められない政治」の下で政策の滞りが顕著

になる中、2014年の下院選挙でインド人民党

（BJP）が勝利を収め、第 1次モディ政権が成立

ただし見落としてはならないのは、第 1次政権

下において、その後の力強い経済成長の実現につ

ながる幾つかの重要な政策措置が導入されたこと

である。その一つは、経営破綻した企業に対して

再生ないしは清算かの破綻処理計画を迅速に進め

るための「倒産・破産法（IBC）」が1６年 5 月に

成立し、その後の不良債権比率の低下につながっ

たことである。実際、指定商業銀行の不良債権比

率は18年度の11.2％をピークに2３年度には2.8％

まで低下した（図 2）。こうした不良債権問題の

改善は金融機関の収益改善をもたらし、インフラ

部門を含めた金融機関の融資拡大を通じて、第 2

次モディ政権下での経済活動の活発化につながっ

た。第 2に、全国市場の統合を実現すべく、「ね

じれ国会」の状況下での憲法改正手続きを経て、

17年 7 月に「財サービス税（GST）」が導入され

した。同政権が目指したのは、ガバナンス改革と

堅実なマクロ経済運営に努めつつ、インド社会の

変革と底上げを伴いながらの力強い経済成長の実

現であった。全国農村雇用保証計画（NREGS）

や全国食糧保証法（NFSA）など前UPA政権時

代に導入された政策措置の幾つかは継承された

が、とりわけ国民識別番号制度（アーダール）に

ついては、国民皆銀行制度とリンクさせる形で力

強く推進され、各人の銀行口座への振り込みを通

じた直接便益移転が一般化するようになった。さ

らにはガスボンベ無料配布、トイレの設置、農民

尊重基金スキームの下での現金支給といった新た

な包摂的な政策措置も積極的に導入された。

第 1次政権の成長戦略の根幹をなしたのが、出

遅れていた製造業を対象にした“Make in India”

であった。GDPに占める製造業のシェアを従来

の15～1６%から22年までに25％にまで引き上げる

ことが目指され、関税の引き上げを伴う段階的国

産化計画がエレクトロニクスなど一部産業に適用

されたものの、概して総花的でインセンティブに

乏しく、尻すぼみの結果に終わった。さらには指

定商業銀行の融資先の不良債権比率が顕著に上昇

したことを受けて、金融機関の貸し渋りが強化さ

れ、経済活動の停滞を招く結果となった。そのた

めインドのGDP成長率は1６年度の8.３%をピーク

に低下傾向を続け、コロナ渦直前の19年度には

３.9％に甘んじる結果となった（表 1参照）。

 

たことである。GST導入に伴い、201３年度から21

年度の期間中、ロジステック・コストの対GDP

比は0.8～0.9％減少するとともに、経済のフォー

マル化という観点からしても、オンラインGST納

税者は18年 4 月の1050万人から2３年 4 月には1400

万人に拡大した（Ministry of Finance, 2024a）。

2.2.　第２次モディ政権

貧困問題や失業問題など依然として多くの課題

を抱えていた中、2020年 4 ～ 5 月に 5年振りに第

17回総選挙が実施された。国内外の諸問題に積極

果敢に取り組むモディ政権の政治姿勢が国民の多

くに好感を持たれたためか、大方の予想に反して

BJPが圧勝する結果となった。与党BJPが上院で

も過半数に手が届きそうな政治的に有利な条件を

手にするようになった中で、第 2次モディ政権が

2 　米国に居住するインド系移民は高学歴でプロフェッショナルが多く、 1 世帯当たりの年収は米国平均の 2 倍に及んでいる。
マイクロソフト、 グーグル、IBMなど大手IT企業を筆頭に、 インド系移民はフォーチュン500社のうち16社でCEOを輩出し
ている。

3 　インドは海外移民の送金額では2008年よりトップの座を占めており、23年の送金額は1200億ドルであり、以下、メキシコ660億
ドル、中国500億ドル、フィリピン390億ドルと続いている（World Bank, 2024）。

表 1　インドのマクロ経済指標

（出所）インド政府統計局、インド準備銀行、財務省及び商⼯省の各種データ。

図 2　指定商業銀行グループの不良債権比率

（出所）Department of Economic Affairs, The Indian Economy: A Review （January 2024）
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真っ先に講じたのが、ジャンムー・カシミール州

（以下、J&K州）に特別自治権を付与していた憲

法３70条の撤回、イスラム教徒以外の不法移民に

国籍を与える「改正国籍法」の制定、さらにはム

スリムとの間で係争地になっていたアヨーディア

でのラーマ寺院の建設決定といったヒンドゥー・

ナショナリズムを前面に打ち出した政策措置で

あった。

さらに翌20年には新型コロナ渦、さらにはラ

ダック地方で中国との国境紛争という二つの試練

に遭遇した。そのためインドのGDP成長率は20年

度にはマイナス5.8％という独立以来最悪の落ち

込みを示したものの、早くも21年度には9.1％に回

復するとともに、その後22年度、2３年度において

も 7％を上回る成長を記録している。コロナ渦の

最中の20年 5月、GDPの10%相当の21兆ルピー規

模の巨額な特別包括パッケージとして「自立した

インド（インド自立化）ミッション」（Atmanirbhar 

Bharat Abihiyaan）が導入された。インド自立化

を視野に収めた広範な構造改革を目指したもの

で、とりわけ持続的成長のための足固めという観

点で特筆されるのは次の 4点である。

第 1に、グローバル・サプライチェーンに直結

した製造業ハブの確立を目指すべく、“Make in 

India 2.0” として生産連動型インセンティブ

（PLI）スキームが20年 4 月に導入されたことで

ある。同スキームは 1兆9700億ルピー（240億ド

ル）の予算規模に基づいて、14部門を対象にして

おり、認定を受けた企業は投資・売上高の増加に

応じておよそ 5年間にわたって 4～15％のインセ

けられたことである。その一環として、現在、貨

物専用鉄道や高速道路をバックボーンとして、デ

リー・ムンバイ産業大動脈を含む11の産業回廊プ

ロジェクトも進行中である。それに伴い、中央政

府（公企業を含む）の資本支出は、2014年度から

2３年度の期間中、 5兆６000億ルピーから18兆６000

億ルピーへと３.３倍に大幅に拡大するとともに、

財政支出総額に占める資本支出のシェアも17年度

の12％から2３年度には22％へと拡大した（図 ３）。

第 4に、2070年までにカーボンニュートラルの

達成を目指して、クリーン・エネルギー重視の方

向に大きく舵が切られたことである。目下、３0年ま

でに発電の半分（50万MW）を非化石燃料にする

とともに、乗用車販売に占める電気自動車の比率

を乗用車販売の３0％にまで引き上げるとしている。

さらに21年 8月には「国家水素ミッション」が打ち

出され、グリーン水素の方向性が提示された。

第 2次モディ政権下で改めて注目されるのは、

国内外の環境激変に遭遇する中、マクロ経済安定

性を確保しつつ、インド経済の回復・拡大に向け

て大きな前進が見られたことである。実際、21年

度以降、GDP成長率は ３年連続で優に 7％を超

ンティブが提供されるというものである（表 2）。

第 2に、デジタル・インディアの下でインディ

ア・スタック4として知られるデジタル公共イン

フラ（DPI）の一層の充実が図られ、直接便益移

転、リアルタイムでの決済、さらにはeコマース

の飛躍的な増加が見られたことである。実際、

DPIの活用に伴い、コロナ渦の最中、貧困家計向

けの迅速な公的支援、それにCoWINポータルを

通じてワクチン接種が大規模かつ効率的に実施さ

れ、コロナ後の活発な経済活動をもたらす結果と

なった。インドのDPIはすでに国際的に高い評価

を受け、それに類似したシステムが広く海外に普

及されるまでになっている。

第 ３に、総額111兆ルピー規模（2019年度～24

年度）の全国インフラ・パイプライン（NIP）5に

代表されるように、大規模なインフラ開発が手掛

え、2３年度のGDPはすでにコロナ渦以前の19年

度に比べて20％拡大しており、順調な回復を示し

ていた（表 1参照）。

３．インド製造業の新たな拡大
３．１．エレクトロニクス産業の台頭

PLIスキームの導入は、米中対立や中国離れと

いった地政学的変革の追い風と重なり、インド製

造業の拡大に大きなインパクトを与えた。とりわ

け携帯電話、消費者用・産業用エレクトロニクス

製品の拡大は目覚ましいものがある。実際、エレ

クトロニクス製品の生産額は17年度の６00億ドル

から22年度には1019億ドルに拡大するとともに、

その輸出額はアパレルを上回る2３5.7億ドルに達

した6。

とりわけ注目されるのは、エレクトロニクス産

業全体の44％を占め、電話加入者が11億人強に上

る携帯電話の動向である。従来、携帯電話は中国

や韓国からの多くの輸入品によって占められ、国

内自給の達成から程遠いものがあったが、段階的

国産化計画やPLIスキームの導入に伴い、インド

国内での国内生産は2014年度の5800万台から22年4 　インディア・ スタックとして、 インドのデジタル公共インフラは①本人確認レイヤー（アーダール）、 ②決済レイヤー（統
合決済インターフェースUPIなど）、③データ・レイヤー（個人データの保管・共有）の 3 つのレイヤーから構成される。

5 　当初、NIPが対象にしたのは新規・ 継続を含めて7400件であり、 その資金的内訳は中央政府39％、 州政府40％、 民間部門
21％であった。NIPが目指しているのは、 インフラ・ プロジェクトのタイムリーな完成を目指すべく、 省庁横断的にインフ
ラ開発を総体的に捉え、かつ国内外の投資家との間で情報共有を図ることにあった。 6 　The Economic Times, August 9 , 2023.

 表２  ⽣産連動型インセンティブ（PLI）スキーム

     (1000万ルピー)
部⾨ 政府⽀出額 期間

(年)
⾃動⾞・⾃動⾞部品 57,042 5
携帯電話製造・部品 40,951 5
太陽電池モジュール 24,000 5
先端化学電池 18,100 5
医薬品 15,000 5
通信。ネットワーキング製品 12,195 5
⾷品加⼯ 10,900 6
織物製品 10,683 5
Bulk drags 6,950 10
特殊鋼 6,322 5
⽩物家電 (エアコン・LED) 6,238 5
ITハードウェア 5,000 4
医療機器 3,420 8
ドローン・部品 120 3
（出所）インド政府報道情報局

表 2　⽣産連動型インセンティブ（PLI）スキーム

（出所）インド政府報道情報局

図 3　公共部門（中央政府＋公企業）の資本支出

（注）22年度は改定推計値、23年度は予算推計値である。
（出所）図２と同様。
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度には ３億1000万台に拡大し、世界第 2位のレベ

ルに達している7。

こうした動きの急先鋒をなしているのがアップ

ルである。アップルのインドでの国内生産は22年

度の70億ドルから2３年度には2３5億ドル以上へと

鋭い拡大を示したが、そのうち150億ドルが実は

輸出向けであった8。今後、アップルは同社の世

界生産に占めるインドのシェアを25年度までに

25％に拡大させる意向とされる。これまでインド

でのアップルの生産を担ってきたのが、フォック

スコン（ホンハイ）、ペガトロン、ウィストロン9

の台湾の受託製造企業（EMS） ３社であった。

このうちフォックスコンについては、サプライ

チェーンを中国からインドにシフトさせるという

アップルの方針に沿うべく、現在、インドでの

iPhone生産全体の ３分の 2を占めており、さら

には最新のiPhone 1６ Proのインドで生産も予定

している（Sinha, 2024）。

目下、インドでは20３0年までの生産シナリオと

して、5000億ドル規模のエレクトロニクス製造

〈最終製品：３500億ドル、部品：1500億ドル〉の

実現を目指すとともに、エレクトロニクスの純輸

出国として、インドが世界全体のエレクトロニク

ス輸出の 4 ～ 5％のシェアを占めることが期待さ

れている（NITI Aayog, 2024）。インドでは携帯

電話や家電の分野での最終組み立てやサブアセン

ブリーにおいて相当な進展を示しているものの、

他方では部品製造や設計分野では依然として輸入

に大きく依存しているという状況が課題として残

されている（Lamba and Rajan, 202３）。

げるチップ製造工場である。他の 2件はいずれも

OSAT（組み立・検査）工場であり、（ 1）同じ

くタタ・グループのタタ・セミコンダクター・ア

センブリ―・アンド・テスト（TSAT）がジャギ

ロード（アッサム州）で立ち上げるプロジェク

ト、さらには（ 2）CGパワー（クロンプトン・

グリーブズとしても知られる）がルネサス・エレ

クトロニクスとタイ企業のスターズ・マイクロエ

レクトロニクスと提携してサナンド（グジャラー

ト州）で立ち上げるプロジェクトである。

さらには同年 9月、インド系ケインズ・セミコ

ンがサナンドにてOSAT単位を立ち上げるという

プロジェクトがインド政府より承認を受けること

になった。第 1次募集で不調に終わった台湾の

フォックスコンも、新たにHCLグループとの合

弁で捲土重来を期してOSAT工場の立ち上げを目

指しており、ウッタル・プラデーシュ州政府より

用地の割り当てを受けている。

ここで留意されるべきは、米中対立に伴う地政

学的リスクを反映して、半導体サプライチェーン

においてオフショアリング（海外アウトソーシン

グ）からフレンドショアリング（同盟国・友好国

への移転）へのシフトが生じており、インドでの

半導体産業の成立に向けての大きな後押しになっ

ていることである（Bhandari, 202３）。2022年 5

月、米印間で「重要・新興技術に関する米印イニ

シアティブ」（iCET）を打ち出したことは両国間

の信頼関係の高さを示す証左になっている。2３年

６ 月、モディ首相が国賓として訪米した際の共同

声明には、半導体のサプライチェーン強靭化のた

めの ３件の案件が盛り込まれた。このうち大規模

LSIメーカー・マイクロン・テクノロジーがグ

３．２．立ち上がる半導体産業

エレクトロニクス産業が本格的な拡大を示して

いる中で、目下、急浮上しているのは半導体産業

立ち上げをめぐる動きである。インドでは宇宙開

発などのための半導体生産を自前で行ってきたと

いう経緯はあるものの、商業目的での半導体生産

は皆無であった。インド電子IT省によれば、イ

ンドの半導体市場はスマホ、クラウド・サー

バー、EV・ハイブリッド車、産業自動化、重要

インフラ、国防システムなどからの需要によっ

て、2020年には150億ドルであったのが、2６年ま

でに６40億ドルに拡大するものと見込まれている

（PIB Delhi, 2022）。

半導体エコシステムを早急に確立すべきである

との要請に基づいて、2021年12月、7６00億ルピー

（100億ドル）規模の「インド半導体プログラ

ム」が打ち出された。半導体やディスプレイ工場

の立上げに要するプロジェクト・コスト全体の

50％相当の資金的支援が提供されるという極めて

破格な優遇策が提示され、さらには地元州政府に

よる資金的支援を上乗せすれば、中央・州を含め

た政府の資金的支援はプロジェクト・コスト全体

の70％にも及ぶことになる。

第 1次募集が不調に終わったことに伴い、「修

正インド半導体プログラム」に基づいて第 2次募

集が開始された結果、24年 2 月、次に ３件のプロ

ジェクトが承認され、すでに工事が着工されてい

る。そのうちの 1件は、タタ・エレクトロニクス

（TEPL）が台湾の力晶積成電子製造（PSMC）

との合弁でドレラ（グジャラート州）にて立ち上

ジャラート州で 8億2500万ドル規模（インド側の

支援を含めれば、27億5000万ドル規模）の半導体

のOSAT工場を立ち上げる案件については、イン

ド政府によって正式に了承済であり、工場建設が

すでに着工されている。

インドは理工系人材の宝庫として、すでに2022

年度現在、同国で先端の製品開発やR&D（研究

開発）を手掛けるグローバル・ケイバビリティセ

ンター（GCCs）を設置している企業は1580社強

に及んでおり、そのうち半導体関連のGCCsを設置

している企業は55社以上とされる（NASSCOM & 

Zinnov, 2024）。実際、インドは世界の半導体設計

者の20％を供給している状況にある（Ministry of 

Finance, 202３, Chapter 9 ）。今後、インドでの

半導体産業の形成に際しては、水や電力の安定供

給をいかに確保するかという課題が残されている

ものの、半導体の設計分野で豊富な人材を擁して

いることはインドにとっての大きな強みでもある。

４．第３次モディ政権と今後のインド経済
4.1.　第３次モディ政権の方向性

2024年 4 ～ 5 月、第18回総選挙が実施された。

当初、BJPは下院での総議席54３中、３70以上の議

席、さらに与党連合としての国民民主同盟

（NDA）は400を上回る議席獲得を目指していた

ものの、結果的にはBJPは３0３議席から240議席へ

と大幅に議席を減らし、下院での過半数272をも

下回ることになった。今回、BJPが大幅に議席を

減らした理由としては、高レベル成長下での若者

の間での高い失業率といった経済的問題への不満

もさることながら10、BJP政権の下でのヒンドゥー

至上主義への警戒感が総選挙において民意として
7 　The Times of India, “Mobile manufacturing in India crossed 31 crore unites in 2022-23: FM during Union Budget”, 

February 1 , 2023.
8 　The Economic Times, “Apple triples India iPhone output to $ 7  billion in FY23,” April 17, 2023; “It’s ValuApple! India 

Business Worth over $23B,” August 14, 2024.
9 　2023年11月、 同社のインド資産はタタ・ グループによって買収されたことに伴い、 タタ・ エレクトロニクスがiPhoneを生

産する最初のインド企業になった。
10　2017年度以降、全般的に失業率は低下傾向にある中、23年度の場合、若年層（15～29歳）の失業率は10.0％であり、インド

全体の3.2％を大きく上回っていた（Ministry of Finance, 2024b, Chapter 8 ）。



1110
AJEC Warm TOPIC Vol.181（2025.JAN/FEB）AJEC Warm TOPIC Vol.181（2025.JAN/FEB）

寄　稿 高成長を続けるインド経済の実態と今後の展望

作用したためと考えられる。他方、各種世論調査

で見たモディ首相の支持率はほぼ一貫し70％を超

えており、世界の他の国々のリーダーに比べても

かなり高いレベルになっている。BJPが単独過半

数に達しなかったとはいえ、 ３期連続して政権が

維持されるのはネルー政権以来のことであり、国

民の多くはモディ政権のリーダーシップの下での

経済運営にはそれなりの評価を与えていたことの

反映ともいえる。

第 ３次モディ政権は必然的により実体を伴った

NDA連立政権として、アンドラ・プラーシュ

（AP）州で1６議席を獲得したテルグ・デサム

党、さらにビハール州で12議席を獲得したジャナ

タ・ダル（統一派）を有力なパートナーとして迎

えることになった。いずれの党首とも、州首相と

して長年活躍してきた老獪な政治家であることか

らして、第 ３次モディ政権ではヒンドゥー至上主

義への傾斜に一定の歯止めが掛けられる公算が大

である。24年 ６ 月にスタートした第 ３次モディ政

権では、連立政権という建前上、72の閣僚ポスト

（閣内大臣３0名、閣外大臣42名）のうち、BJP以

外の政党からも11名が閣僚に任命された。他方、

内務、外務、国防、財務、商工、道路交通高速道

路など主要閣僚はいずれも留任のままである。そ

のため第 ３次モディ政権においては、力強い経済

成長を目指すべく、第 2次政権下で打ち出された

「インド自立化」ミッション、とりわけ持続的成

長の足固めとしての 4つの重点施策はそのまま継

承・推進される見込みである。

4.2.　インド経済の長期展望

インドは議会制民主義体制の下で政治的安定性

が確保されるとともに、ダイナミックな人口動態

（長期にわたっての生産年齢人口の拡大、グロー

バル規模の人的ネットワークの形成）にも恵ま

れ、今後、長期にわたって高レベルの持続的経済

成長が期待される状況にある。インド経済の長期

展望として、ここで特筆されるべきは、インドは

独立後100周年に当たる2047年までに自らの国を

先進国にさせるとの大きな目標を掲げていること

である。先進国入りを目指した具体的な構想は、

「ビジョン・インディア＠2047」として、目下、

政策委員会（NITI Aayog：旧計画委員会）の下

で検討中であるが、そこでは2047年までにインド

のGDPを３0兆ドル規模11、さらには 1人当たり所

得を18,000～20,000ドル12にまで引き上げること

が目指されている（Mohapatra & Pohit, 2024; 

LARRDIS, 202３）。

ちなみにGDP３0兆ドルという数値はインドの

2３年現在のGDPの 8倍強に相当する規模であり、

それを47年までに実現するためには年平均 9％強

という高レベル成長が長期的に求められることに

なる。 1人当たり所得が5000～６000ドル近辺で陥

りやすいとされる「中所得国の罠」を含めて、今

後、多くの課題が待ち受けており、極めてハード

ルの高い目標設定と言わざるを得ないが、インド

が2047年までに先進国入りを強く目指しているこ

との証左でもある。

こうした中、今後、インドが長期にわたって高

レベル経済成長の実現を目指す上で、次の 2つの

有利な状況が形成されつつある。第 1に、PLIス

キームの導入に伴う産業支援策、さらには米中対

立に伴う地政学的リスクを背景として、グローバ

ル製造業ハブの一角を占めるべく、エレクトロニ

クス、半導体を中心にインド製造業が新たに台頭

しつつあることである。これまでインドの経済発

展はIT産業を中心にしたサービス部門主導型で

あったが、これからは製造業がもう一つの「成長

のエンジン」として新たに加わることになる。

第 2に、変革をもたらす当事者、さらには社会

の重要な安定勢力の担い手として、中間層が着実

な拡大を示していることである。実際、中間層・

高所得層の拡大によってインドの消費環境は世界

で最もダイナミックなものの一つとして進展して

おり、持続的経済成長の基盤を提供している。中

間層の半数が居住する農村部でも、自動二輪、携

帯電話、インターネット接続などが急速に普及し

ている。国際エネルギー機関（IEA）の予測によ

れば、インドでのエアコンの普及率は2021年時点

での11％から50年には85％にまで上昇するとされ

る（IEA, 2022）。

ちなみに、ここでいう中間層とはもはや貧困に

煩わされることなく経済的安全性を十分に享受で

き、その可処分所得を生存のためというよりも裁

量的消費のための消費が十分可能となるような所

得階層として把握される。それに該当する所得基

準として、世帯年収50万～３00万ルピー（2020年

度価格）― ６,700～40,000ドル相当―が適用され

る（Shukra, 202３）。

2021年現在、中間層は人口全体の３1％を占める

4億３200万人の規模である。中長期的に今後 ６～

7％の経済成長が見込まれるとの想定に基づい

て、インドの人口に占める中間層のシェアは2021

年の３1％から20３1年には３8%に拡大し、低所得層

のシェア３7％を凌駕するととともに、2047年には

６0％に拡大する見込みである（図 4）。

11　大手会計事務所のErnst & Youngによれば、2047年のインドの潜在的GDP規模は26兆ドル、 1 人当たりGDPは 1 万5000ドル
であるとされる（Ernst & Young, 2023）。

12　2024年度の世界銀行の基準によれば、高所得国に該当するのは 1 人当たり所得が 1 万4005ドル以上の国々である。

図 4　インドの所得階層別⼈⼝ピラミッド

（注） 世帯年収（2020-21年価格）： 富裕層（＞Rs300万）、 中間層（Rs50万～300万）、 低所得層（Rs12.5万～50万）、 極貧層 
（＜Rs12.5万）

（出所）People Research on India's Consumer Economy （PRICE）資料より作成。
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おわりに
2014年に政権の座に就いて以来、第 1次、第 2

次を通じて、モディ政権が目指してきたのは、堅

実なマクロ経済運営に留意しつつ、インド社会の

変革と底上げを伴いながらの力強い経済成長の実

現であった。これまで第 1次、第 2次モディ政権

下の10年間はインドの経済の持続的成長のための

足固めの期間であったいえるが、第 ３次モディ政

権では2047年までに先進国入りをするという長期

目標に基づいて、その実現を目指した活動が幅広

く展開される見通しである。

急務とされるエレクトロニクス、半導体関連の

製造業エコシステムの形成においても、政府から

の積極的な支援策に加えて、米中対立を背景とす

る地政学リスクが追い風として作用しており、エ

レクトロニクス分野では数年前より最終製品の国

内生産が急増するとともに、半導体分野でも今年

2月以降、プロジェクト立上げが本格化するよう

になった。

インドは議会制民主主義に基づいた政治的安定

性が確保されており、今後はさらにグローバル製

造業ハブとしての役割も期待され、長期にわたっ

て高レベル経済成長が見込まれる国でもある。そ

のため日本企業の多くはインドをすでに有望事業

展開先としての筆頭に位置付けており、半導体関

連も含めて、今後とも日本企業の対印進出はさら

に活発化するものと見込まれる。
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1．背景
1.1.　量・質ともに不足する日本のICT人材

現在の日本では企業のDX化が求められている

一方で、その推進源となるICT人材（デジタル人

材）は量・質ともに大幅に不足している。ICT人

材需要の量的観点、つまり市場から求められてい

る人材規模としては、経済産業省の試算によると

20３0年には約45万人が不足すると言われている1。

日本政府や大学はその多大なニーズに答えるべ

く、様々な手を打っている。例えば、高校生に対

して「情報I」が2022年度から必修授業として追

加された。そのカリキュラムを見てみると、情報

社会に生きていく中で必要とされる情報リテラ

シー教育に加え、プログラミングなどの基礎もカ

バーしており、高校生の情報リテラシーを高めつ

つICTに興味を持ってもらうための試みを行おう

という意図が感じられる。

大学も産業界のニーズに呼応する形で、少子化

により受験者数自体が減少傾向にあるにも関わら

ず、ICT関連の学部・学科の新設が続いている。

特に顕著なのがデータサイエンス関連の学部・学

科で、202３年だけでも10大学以上で学部・学科が

新設されており、専門性を持った人材の輩出に繋

がることが期待されている。

次に、人材需要の質的観点においては、世界の

中での日本の競争力は低下傾向にある。人材の国

際競争力を評価する指標であるIMD世界人材ラン

キングによると、202３年時点で日本は過去最低の

4３位であり2、本稿のトピックでもあるデジタル

分野においても、IMDデジタル競争力ランキング

の2022年版で３2位と低下傾向が続いている3。

このように、我が国のICT分野の国際競争力を
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1 　経済産業省（2017）IT関連産業の給与等に関する実態調査結果
2 　2023年IMD世界人材ランキング（https://www.imd.org/news/japan-2023-10-world-talent-rankings/）
3 　2023年世界デジタル競争力ランキング（https://www.imd.org/news/world_digital_competitiveness_ranking_202311/）

図 1：国内のICT⼈材需給ギャップ（脚注 1を元に作成）
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高めていくためには、教育機関による教育の質向

上に加えて、人材を大量に育成または獲得する必

要がある。そして、人材の獲得という観点におい

て、国内で育成することに加えて、海外から獲得

することは現実的に検討していく必要がある選択

肢となっている。

1.2.　開発途上国のICT人材の需給

日本と同じように開発途上国でもICT人材は不

足しているのだろうか？実は逆に輩出される大卒

人材に対してICT関連の職が足りないという課題

を抱えている国が多い。多くの開発途上国ではコ

ンピュータ科学などのICT関連専攻は人気の学部

になっている。なぜなら、海外に出やすいことや

高給に繋がりやすいためである。インドなどでは

カースト制のような伝統的なヒエラルキーには

ICT分野は該当しないため、どのような階級の人

でも挑戦可能なことから人気があるという話もあ

る。

このようにICTを学ぶ学生が多くいる一方で、

先進国と比べてICT産業の規模が小さいこともあ

り、ICT関連求人が少ないことが多い。そしても

う一つ大きな課題として、技術的に新しくない仕

事が多いということも挙げられる。具体的には、

開発途上国でのICT産業ではオフショア開発4のよ

うに先進国から安い人件費を目当てに下請けに出

されるケースが多い。これらの仕事で最新の技術

を使う場面は多くなく、テストなどの人数が必要

とされる業務が任されることも多い。このことは、

一定のスキルを持っている人材にとっては物足り

なく感じることになり、不満につながる。つまり、

ICT人材不足の日本とは異なり、開発途上国では

魅力的な働き口を探しているICT人材が多い。

1.3.　�双方の課題を同時に解決する外国ICT人

材活用

ここまで述べた、日本のICT人材不足と、開発

途上国の魅力的な職の不足、この 2つを同時に解

4 　企業が自国以外の国でソフトウェア開発やITサービスを行うこと。 主に経費削減の観点から、 人件費の安い国に発注するこ
とが多い。

5 　PopulationPyramid.net （https://www.populationpyramid.net/）

決しうる方法の一つが、日本における外国ICT人

材の活用である。つまり、魅力的な職が不足して

おり海外に出たがっているICT人材に日本という

活躍の場所を与えることにより、日本のICT人材

不足や地方創生に貢献してもらいながら人材を育

てる。そして、長期的には両国をまたがるビジネ

スを興す人材を育成していくことで、開発途上国

のICT産業開発にも還元していく、そのような

Win-Winな流れができるのではないかと考えてい

る。

また、こういった相互補完的な関係性は、人口

分布的にも相性が良い。少子高齢化が起きている

日本とは対照的に、開発途上国では若年層の多い

人口構成になっている。例えば、本稿でも登場す

るバングラデシュと日本の人口構成を人口ピラ

ミッドで比べてみると、日本のボリュームゾーン

である40-６0代の人口はバングラデシュでは多く

なく、日本の人口が少ない未成年の人口がバング

ラデシュではボリュームゾーンであることがわか

る。このことは、両国において不足している部分

の相互補完性の可能性を示している（図 2に示す）。

2．南アジアのICT人材の特徴
ここまで日本における外国ICT人材の活用の可

能性を示してきたが、より具体的かつ有望な人材

源として、本稿では南アジア、特にバングラデ

シュ・パキスタン・スリランカの ３カ国について

紹介したい。

人口減少が続く日本と異なり、人口増加が続く

地域の一つが南アジアである。この地域は日本の

ICTアウトソーシングや人材採用の輩出源として

期待されている。現在の日本のオフショア開発先

の国ランキング6を見ると、ベトナムやフィリピ

ンといった東南アジアに次いでインドとバングラ

デシュがランクインしている。ICT産業が発展す

るほど人件費も高騰してくるのが現状であり、ネ

クストチャイナ、ネクストインディア、そして最

近ではネクストベトナムとしてより安価で質を担

保できるアウトソース先が注目されている。

このような背景から、今後のオフショア開発や

ICT人材採用の潜在的な相手国として、特に人口

の多い地域である南アジアにおけるICT人材およ

びICT産業の状況について紹介する。南アジアの

ICTと聞くと代表的な国はインドであるが、イン

ドに関する情報はすでに豊富にあることや、すで

に取引を行っている会社も多いため、本稿では

2024年にJETROが「南西アジア7地域におけるデ

ジタル人材調査報告」として調査結果を公開した

３カ国であるバングラデシュ8、スリランカ9、パ

キスタン10の報告レポートを分析し、日本におけ

る人材活用のポテンシャルについて考察する。な

6 　オフショア開発白書（2023年版） （https://www.offshore-kaihatsu.com/offshore_hakusho_2023/）
7 　本稿ではインド・バングラデシュ・ネパールなどの地域を「南アジア」と呼んでいるが、外務省の区分けでは「南西アジア」

であり、本稿においては同じ意味で用いる。
8 　バングラデシュ調査報告（https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/8c3bc9c500efbce9.html）
9 　スリランカ調査報告（https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/bae38d7ac1807aca.html）
10　パキスタン調査報告（https://www.jetro.go.jp/world/reports/2024/01/5a5a5e2bfe4ca0af.html）

バングラデシュ
男性 女性

日本
男性 女性

図 2：日本とバングラデシュの⼈⼝ピラミッド5

図 3：日本の主なオフショア開発先6
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お、以降に記載するデータは、人口やGDPの指

標は世界銀行および国連の統計情報、それ以外は

特に説明がない場合は上記JETRO調査レポート

からの引用とする。

まず ３カ国のICT関連の基礎情報および個別事

情を整理する。

2.1.　バングラデシュ

バングラデシュは北海道の約 2倍の面積の国土

に人口 1億 7 千万人を抱え、人口密度は都市国家

を除き世界一の国である。平均年齢は29.６歳と若

く、一人当たりGDPは2,529米ドルであり、イン

ドとほぼ同レベルである。

バングラデシュといえば縫製産業が主要な輸出

産業であるが、その次の輸出産業としてICT産業

が期待されている。ICT産業の規模としては、業

界団体であるBASISに登録する企業は2,000社以

上であり、ICT関連輸出規模は６.4億米ドル、日

本は第 5位のICT関連輸出先となっている。

ICT人材の輩出源としても、毎年 2万人ほどの

ICT関連大卒人材が市場に出てくる一方で、大学

卒業から仕事を見つけるまでの時間が長くかかる

ことや、給与水準も日本の1/2～1/３であることか

ら、多くの人材が海外勤務を望んでいる。フリー

ランサーとして国外の企業と仕事をする人材も多

く、６0万人以上のフリーランサーがいると言われ

ている。

また、2024年 8 月には学生が主導した政変があ

り、2024年12月時点ではノーベル平和賞受賞者で

ありマイクロファイナンスの祖であるモハマド・

ユヌス氏を代表に据えた暫定政権が国を運営し、

新しい政府の形を模索している。新政権による変

化はまだ不透明ではあるが、汚職を無くした新し

い社会という目標に向かっており、良い変化とな

ることを期待している。

2.2.　パキスタン

パキスタンは世界第 5位の 2億 4千万人の人口

を抱える。平均年齢は22.9歳と若く、国民一人当

たりGDPは1,407米ドル程度と、今回の ３カ国の

中では平均年齢・所得ともに一番低い。

ICT企業は12,000社以上あると言われており、

ICT産業の輸出額は2３億米ドル。そしてソフト

ウェア開発およびICTサービスが国の輸出の75%

占めている状況で、ICT産業には特に輸出産業と

して大きな期待が寄せられている。

ICT人材としては毎年2.5万人がICT関連学位

を持って大学を卒業する状況である一方で、新卒

で企業に就職できるICT人材は10%程度と言われ

ており、多くがフリーランスとしてエンジニアと

してのキャリアを開始する。フリーランサーの数

は100万人とも言われており「フリーランスへの

発注先として人気のある国」第 4位にランクイン

している11。

2.3.　スリランカ

スリランカは人口2,200万人を抱え、平均年齢

は３4.1歳である。国民一人あたりGDPは３,828米

ドルと今回の ３カ国の中では一番高い。一方、日

系企業数は多くなく、ICT企業は400社程度であ

る。ICT人材も毎年一万人程度が輩出されてお

り、ICT企業スタッフの代表的な月額賃金は６00

～1,900米ドルと言われている。

2022年春に経済危機が発生したこともあり、国

内経済への不信感は強く、特に高度な技術を持つ

ICT人材は海外への転職を希望する傾向が強く

なっている。そのため、次章以降でも記載する

が、家族を帯同できることが日本で勤務すること

の非常に大きなメリットとなる。

3．外国ICT人材受け入れに向けて
バングラデシュ・パキスタン・スリランカにお

けるデジタル人材調査報告および筆者の研究結果

から、南アジアの外国ICT人材を日本が受け入れ

るにあたって留意すべき点を紹介する。

3.1.　就職・給与

まず、 ３カ国におけるICT人材の国内就職事情

は非常に悪い。そのため多くの人材がフリーラン

サーとしての活動などを通じて海外でのキャリア

機会を模索している。そのため、優秀な人材が海

外勤務を志望するなど、日本でもトップ層の人材

を採用できる可能性がある。給与レベルとして

は、現地雇用であれば、日本の1/2～1/３で雇うこ

とは可能であるが、日本国内で雇用する場合に

は、日本人と同等以上の給与を支払う必要がある。

つまり、同じ人材でも勤務地によって給与が変

化する点は日本企業としても理解する必要があ

る。日本国内で雇用する場合は、開発途上国＝安

い労働力という考え方は改め、日本で足りない高

度人材として、きちんとした待遇で受け入れるべ

きである。

3.2.　業務内容

外国ICT人材を雇用する際に重要な点として、

即戦力として雇用されたがるという点がある。日

本では数年をかけて下積みからじっくり育成とい

う考え方があるが、外国ICT人材に多い価値観と

して「いま成長できる環境にあるか」をシビアに

見定める傾向があると感じる。そもそも海外を志

向する時点でキャリアとしての意識は高く、新し

い技術を獲得することを来日の最大の目標として

11　Oxford Internet Institute. 2017. Online Labour Index.
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いるケースが多い。そのため、下積み経験などは

彼らのキャリア観とは合わないことが多く、転職

の原因となってしまう。また、長期的なキャリア

ビジョンも重要であり、定期的に 1 on 1 などを

設けて、彼らのキャリアビジョンにおける現在の

仕事の位置付けなども話し合っておくことは長期

的な勤務につながると考えられる。

業務上のミスマッチが起きてしまうと人材流出

に直結するため、採用側の企業、来日した人材双

方にとって不幸になってしまう。そのため、業務

内容のみならず残業の有無などの諸条件について

も、事前にきちっと合意しておくことが重要とな

る。（日本人と同じく、残業して稼ぎたい人と早

く帰りたい人の両方がいる。）

3.3.　ビジネス文化の差異

外国人材を雇用する場合、ビジネス文化の差異

はミスコミュニケーションや認識差異の理由とな

るため、注意が必要である。まずはコミュニケー

ション文化の違いの最たる例として、日本では当

たり前の「空気を読む」ことを外国人に期待する

ことは難しく、報連相含め、ある程度明示化する

ことが重要となる。特に、湾曲的な伝え方は誤解

を生みやすい。

また、日本特有のビジネス風習（礼儀や形式）

についても、適応していくことへの抵抗はないも

のの、その風習の背景が理解できない場合があ

る。そのため、日本人にとっては当たり前のこと

であっても、理由をきちんと説明してあげること

で、より日本のビジネス文化への適応が進んでい

く。つまり、日本に来る人材たちは日本の文化に

合わせようという意思を持っている。そのための

サポートをしていくことが重要となる。

3.4.　言語（英語・日本語）

外国ICT人材に日本語力をどこまで求めるのか

という点は悩ましい問題である。南アジアの人材

が中国やベトナムなどと大きく異なるのは日本語

話者数である。南アジア地域で日本語力の高い

ICT人材は限られており、日本語条件を下げるこ

とや英語環境での勤務とするなどの対応が、優秀

な人材を確保するために必要となってくる。一

方、多くの企業がビジネス上のコミュニケーショ

ンのみならず、社内規定や研修なども含め、日本

語が話せることを前提とした設計となっているた

め、高い日本語力を期待してしまい、日本語検定

でのN 2以上を求める企業も多い。これは非現実

的で極めて高い要求であると言わざるを得ない。

そして、このことが日本企業の首を絞めること

にも繋がってしまっている。具体的には日本語力

を求めすぎるがために、優秀な人材を採り逃して

いるという現状がある。というのも、南アジアに

はインドやバングラデシュなど英語が公用語また

は教育言語になっている国も多く、英語力は非常

に高い。そのような国の高学歴人材は、わざわざ

難易度の高い日本語を学習しなくとも、英語で業

務ができる企業に就職、または英語が公用語の国

に就職するという選択を取る。

一方で、文化面の魅力などから、日本で働いて

みたいと考える人材はかなりの数がおり、日本語

力というハードルを下げるまたは取り払うだけで

も、潜在的な雇用層として大きな広がりを見せる。

例えば、バングラデシュでは日本語を学ぶ人は5

千人程度であり、そこでさらにITに強みを持つ人

材というのは非常に限られる。一方、英語を話す

ICT人材は毎年2万人が大学から輩出されており、

こちらをターゲットにすることができれば、優秀

なICT人材の採用可能性は格段に向上する。

3.5.　宗教

世界には様々な宗教があるが、配慮が必要とな

る宗教の一つがイスラム教である。南アジアでは

パキスタンやバングラデシュなどイスラム教を国

教に定めている国があり、雇用する際は宗教的配

慮が重要となる。まず、食事についてである。イ

スラム教では基本的に飲酒や豚肉を禁止してい

る。そのため、食事会や飲み会などの懇親の場で

の配慮が必要になることがある。

次に礼拝への理解である。イスラム教では 1日

に 5回、メッカに向かって礼拝をする習慣があ

る。この礼拝はモスクなどを訪れる必要はないも

のの、オフィス内で落ち着いて礼拝ができる環境

を求めるケースも多く、配慮が必要である。筆者

が聞く話だと、礼拝用の部屋を与えるケース、自

席の近くで礼拝するケース、会議室などを一時的

に利用して礼拝を行うケースなど様々な対応方法

が存在する。

ただし、食事、礼拝ともに個人差が大きいのが

実情で、あまり食事や礼拝に拘らないイスラム教

徒も一定数いる。そのため、イスラム教だからこ

うだと決めつけるのではなく、どのような配慮を

望んでいるかについて、本人に確認をすることが

大事と考えられる。

3.6.　自治体による受け入れ体制の構築

外国人材の受け入れにあたっては、企業だけで

はなく生活していく自治体の協力は不可欠であ

る。まず経済的な観点からの協力である。例とし

て宮崎市を挙げると、宮崎市のICT企業は中小企

業が多く、外国人材を雇用したことのある企業は

少なかった。そのため、慣れていない外国人採用

に二の足を踏むことがあった。そこで、自治体と

して助成金を作り、外国人材を採用した際に起こ

りうる初期費用である旅費・ビザ取得・生活立ち

上げ・日本語学習等に対する助成を行った。これ

は企業に対して経済的にサポートするとともに、

自治体として高度外国人受け入れを推進するとい

う意思表明でもあり、経済界へのインパクトは大

きかった12。

次にソフト面の観点での協力である。外国人が

その地域で働くために生活しやすい環境を整備す

る必要がある。市役所などでの英語化をはじめ、

情報を英語で取れるような工夫は重要である。ま

た、差別意識をなくさせるための試みも重要であ

る。再び宮崎市の事例を取り上げるが、宮崎市で

は受け入れ当初、バングラデシュ人に慣れていな

い住民が「怪しい外国人」として彼らを見ている

現状に危機感を感じていた。そこで市役所とし

て、高度外国ICT人材の受け入れの際に定期的に

市長面談という形でメディアも呼んで「このよう

な優秀な人材が来てくれました」とアピールする

ことを続けた。これによって、外国人に対する偏

見は少しずつなくなっていき「怪しい外国人」か

ら「地元を支える優秀な外国人材」へとイメージ

が変わっていった12。

4．外国ICT人材が感じている日本の強み
３ カ国に共通して調査報告内で触れられていた

点および筆者のこれまでのヒアリング結果などか

ら、外国ICT人材から見た日本の強みについて触

れていく。日本では当たり前のことが、外国ICT

人材からみると非常に恵まれた環境と受け止めら

れる点が複数あり、日本人が気づいていない日本

12　狩野剛. 2021. バングラデシュIT人材がもたらす日本の地方創生～協力隊が火をつけた新しい国際協力の形～. 佐伯印刷.
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の強みを整理したものとなっている。

4.1.　給与

新興国のICT人材が先進国での労働を志す動機

としては、様々なものが考えられるが、おそらく

最も多いのは経済的理由であろう。給与という観

点で新興国と比べると先進国は魅力的なオファー

が多く、これは直接的なモチベーションに繋がる

と考えられる。

昨今の日本では賃上げの話題など、給与がなか

なか上がらない面を取り上げた報道が尽きない

が、米国やシンガポールなどの国と比べると給与

面の魅力は劣るものの、南アジア諸国と比べると

いまだ数倍の給料で働けるという状況であり、魅

力は依然としてある状況である。

4.2.　技術とキャリアアップ

次に考えられるのは、技術力獲得を目的とした

先進国での勤務である。一般的に、先進国で求め

られるICT技術は新興国や開発途上国より高い

ケースが多い。これは、先進国の方が新しい技術

を活用する意識が高いことが多いためであり、ソ

フトウェア、ハードウェアともにより高価なもの

を利用しているケースが多い。そのため、エンジ

ニアとしてのスキルアップを目的に先進国での労

働を希望するケースは多い。

キャリアアップという視点も重要である。より

技術力を上げてエンジニアとして成長するために

は、ハイレベルな環境で働くことが大事である。

そのため、国に縛られることの少ないICT人材は

海外勤務を一つのステップと考えており、より良

い環境を求めて他社・他国へ移っていくことも多

く、日本企業としても居続けてもらう努力が必要

となる。

4.3.　日本の文化への興味関心

海外の中でも特に日本に関心がある層からの声

として多いのは、日本の文化への興味関心であ

る。特にICT人材のような若者の場合、日本の漫

画・アニメ・音楽などの文化への関心を示すケー

スが多い。インターネット配信が浸透したこと

で、海外の若者も驚くほどリアルタイムで日本の

アニメなどを視聴し、ファンになっている。こう

いった人材はお金だけで国を転々としたりはしな

いため、長期的に日本に関わってくれる可能性は

高い。

4.4.　福利厚生と雇用の安定性

企業で勤務をする際に、日本では当たり前に得

られる福利厚生であるが、外国人にとってはそれ

自体に喜びを感じるケースもある。例えば、健康

保険や雇用保険などの最低限の社会補償につい

て、それが得られる国は多くない。特に、日本の

医療保障は優れており、これは日本で働く際の満

足ポイントの一つになると考えられる13。

次に雇用の安定性（Job security）は日本勤務

の大きなメリットの一つである。日本では正社員

で採用された場合の解雇は諸外国と比べて難しく

なっている。このことは、雇用が不安定であった

国から来た人材にとっては非常に恵まれた環境で

あると言える。特に、南アジアではフリーランス

でお金を稼ぐ人も多いが、彼らが不安や不満とし

て口にすることが多いのが雇用の安定性であり、

日本の正社員の雇用条件は非常に魅力的に映る。

13　日本医師会（https://www.med.or.jp/people/info/kaifo/compare/）

4.5.　生活のしやすさ、安全性

特に女性が日本勤務に感じる魅力として挙げる

のが、治安の良さである。日本に住んでいるとつ

い当たり前に感じてしまうが、夜に街中を女性一

人で安心して歩ける国は限られている。来日バン

グラデシュ人へのインタビュー調査において、母

国の知人に伝えたい日本の良いところについて聞

いたところ、男性はテクノロジーやビジネス文化

などをあげることが多かったのに対し、女性は生

活のしやすさや安全面を挙げるケースが多か 

った12。この辺りは日本人が認識していない日本

の強みの一つであろうと考える。

また、大気汚染や水質汚染などの問題を抱えや

すい開発途上国と比べて生活環境がよいこともあ

り、家族を連れて移住というニーズも多く、そこ

までを見据えた採用（ビザ取得計画）を進められ

ると、より高度な人材を雇用することに繋がる可

能性は高まる。

5．日本企業の国際化に向けて
人材不足に端を発する外国ICT人材の採用・活

用であるが、その副次的効果として、受け入れを

通じた日本人従業員の成長や、外国ICT人材を活

用して企業として海外進出のきっかけとすること

などの可能性がある。

5.1.　日本人従業員の国際化の足がかり

外国ICT人材の採用は、社内の雰囲気を変える

大きな契機となる。当然ながら彼らは英語を話す

ので、海外向けに事業を拡大していくには貴重な

戦力になる。また、受け入れ企業へのアンケート

結果からは、社員の意識が変わると言う話もよく

聞く。例えば、ICTの仕事はプログラミング言語

や用語など横文字が多く、英語力がそこまで高く

なくても意思疎通はしやすく、外国人材を受け入

れてみると案外大丈夫だったという話を耳にす

る。また、異なる文化の人材を受け入れること

で、社内に当たり前のようにあった文化を見直す

きっかけとなる。とあるICT企業は、入ってきた

外国人社員に「これはなぜやるのですか？」と質

問をされた結果「言われてみれば、過去の習慣で

続けていただけかもしれない」と見直すことにな

り、当たり前にやっていた業務が軽減されること

となった。

5.2.　現地進出のきっかけ作り

日本に来日する人材は大きく、日本にそのまま

永住したいと考えているパターンと、将来的には

母国に帰って起業したいと考えているパターンに

分かれる。また、採用する企業も長期的視野か

ら、将来の現地幹部を見据えて採用するというパ

ターンもある。実際に日本での経験を経て母国に

戻るパターンでは、ICTビジネスを起業し、両国

をまたにかけたオフショア開発を行うというケー

スは複数発生している。

5.3.　頭脳循環と頭脳流出

本稿はここまで外国ICT人材を日本で受け入れ

ることは、外国人材と日本企業の双方にとって

Win-Winな関係という前提で話を進めてきた。そ

の一方で、開発途上国から人材を採用するという

話をすると、開発途上国の頭脳を日本が奪ってい

るのではないか？という指摘を受けることがあ

る。しかし、私はこれにはNoと答えたい。

開発途上国の高度人材が先進国で仕事を得る現

象は、頭脳流出と呼ばれている。その一方、頭脳

流出した人材が数年から数十年の時を経て、先進

国から知識と人脈を得て、母国のICT産業開発に
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貢献することを頭脳循環と呼ばれている。

現時点での日本と開発途上国の関係は、人材を

奪っているというよりは、職が十分にないため、

日本にて雇用し育成する、という関係性だと考え

ている。そして、日本における経験を経て母国の

ICT産業に還元する頭脳循環に繋がるようなケー

スが今後も増えていくことを期待している。

6．結論
開発途上国（特に南アジア）から積極的に外国

人ICT人材を活用していくことが、日本のICT人

材不足解消、地方創生、日本企業の国際化、など

への対抗策として期待されている。そして日本で

育った人材が母国のICT産業開発に貢献する頭脳

循環のような形で両国ともにメリットを持つよう

な人材雇用、人材交流が重要となってくる。今後

も、実際に頭脳循環が起きた事例などを継続調査

することで、日本と開発途上国が共創していく姿

を可視化していきたいと考えている。

〇消費動向、全体的な傾向について
中国における賃金水準の上昇に伴い個人の消費

力も向上しており、日本を含む海外からの輸入食

品は既に富裕層だけでなく、中間層にも手の届く

ものとなっています。

「日本貿易振興機構（ジェトロ）」が日系企業

向けに実施した調査によると、202３年度の前年比

昇給率は、製造業で３.7%、非製造業では4.0％と

なっており、基本給（月額）においては中国全体

で製造業が4,178人民元（約 9万円）、非製造業で

8,5３1人民元（約18万円）【それぞれ作業員、ス

タッフの金額、 1人民元＝21円で算出】で、最も

高水準である上海市においては中国全体の約1.5

倍の賃金水準との結果となっております。

また、「日本」からの輸入食品に対して、「高品

質」、「ヘルシー」、「繊細」などのイメージがある

一方で、中国産食品の品質向上や、一般消費者へ

のアピール力の向上も目覚ましく、また「国潮

（グオチャオ）」と呼ばれる愛国トレンドも相

まって、若年層を中心に「日本」、「欧米」からの

輸入食品が国産（中国産）よりも品質的に優れて

いるはずと考える傾向は薄れつつあります。

国産食品との競合も進む中、日本産食品への関

心が比較的に高い傾向を示すのは、『一定の消費

力を兼ね備えた新しいモノ好きの若年層』、『生活

の質、商品の品質にこだわる層』、『健康を重視す

る子供のいる家庭』、『日本で留学や仕事の経験が

ある方』が代表的な層として挙げられます。

購 入 チ ャ ネ ル に つ い て も、 電 子 商 取 引

（E-commerce：以下「EC」）市場が、インター

ネットインフラの整備、インターネットユーザー

の増加、小荷物物流システムの整備、国際的な電

子商取引（越境EC）制度の整備に伴い拡大した

ことにより、これまでの百貨店や高級スーパーな

ど小売店だけでなく、「ECチャネル」でも輸入食

品の購入機会を得ることが可能となっています。

更に中国では「新小売」（ニューリテール）と称

される流通チャネルも成長しており、生鮮EC

（ネットスーパー）、ショート動画アプリ（ライ

ブコマース含む）、WeChatミニアプリなどが該

当します。

他方で、いわゆる「日本料理店」は、大手

チェーンなどの進出もあり「大衆向け」から

「OMAKASE（おまかせ）」と言われる高価格帯

な層まで幅広く、その立地する都市や業態によっ

て消費者層はかなり異なるため、それぞれの消費

動向に応じた価格設定など戦略が重要となってき

ます。

「日本食」は上海市など大都市を中心に「富裕

層」や「グルメインフルエンサー（KOL）」の間

で一定の人気を占めていますが、中国経済全体が

落ち込む中、単価が高い飲食店を敬遠する傾向が

続いており、駐在員の減少も重なり厳しい業況が

続いている状態です。

その中で、「日本産」というブランドは他の食

品と比較し依然として優位性はあるものの、国産

（中国産）の品質向上も高まっている中、年齢層

や価格面に加えて「希少性」や「デザイン性」に

惹かれる消費性も多く存在していることを踏まえ

た商品開発・PR展開が重要なものと考えられます。

中国における農林水産物・食品市場の動向について
福井県上海事務所　副所長　土　居　祐　也
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〇中国における販路拡大等に関するお問合せ

福井県上海事務所

（ふくい上海ビジネスサポートセンター）

中国上海市延安西路2201号

　上海国際貿易中心 2階212室

TEL：＋8６－21－６295３３22

E-mail：fukuiken1@fukui-sh.com

【参考画像】

※参考資料（出所）

・ 「202３年度 海外進出日系企業実態調査（中国

編）」（日本貿易振興機構【ジェトロ】）

・ 「中国への農林水産物・食品の輸出に関するカ

ントリーレポート」（中国輸出支援プラット

フォーム）

2024年10月開催：酒類イベント会場 2024年 5 月開催：日本食品イベント会場

2024年10月開催：商業施設での日本関連商品物産イベント

〇日本産食品の流通について
202３年 8 月24日、東京電力福島第 1原子力発電

所のALPS処理水（以下、処理水）の海洋放出に

伴い、中国海関総署は、原産地を日本とする水産

物（食用水生動物を含む）の輸入を全面的に暫定

的に停止しています。水産物以外においても、公

式発表はないものの各地域の通関で以前より確認

作業が強化され、通関期間が長期化している旨、

食品貿易業者など関係者よりヒアリングをしてお

ります。

依然として日本産水産物の輸入が全面的に停止

となっていることから、これまで日本産水産物を

輸入していた業者は他の国・地域からの輸入へと

切り替えており、一部は国産の水産物へ切り替え

ている状況です。

202３年日本から中国への農林水産物・食品輸出

額は前年比14.8％減の2,３71億円となったものの、

日本からの輸出先国・地域のうちでは中国が2022

年に引き続きトップとなりました。

2024年上半期（ 1月～ ６ 月）の同輸出額は784

億円と前年同期比で4３.8％減の６10億円減と依然

として大きく落ち込む形となっています。規制対

象となっている水産物に加え、中国の景気後退に

伴い「ウイスキー」も15％減と45億円減少してい

ます。

水産物の規制について、日中両政府は2024年 9

月20日、中国が処理水のモニタリングを実施した

後、日本産水産物の輸入を段階的に再開すること

で合意したと発表しております。現在、その後の

具体的な発表はなされていないものの、食品を取

扱う一部の中国バイヤーは日本（特に九州地方）

へ渡航し、輸入再開後を見据えた水産物の商談を

既に始めており、今後も動向が注視されていま

す。

〇最後に
中国国家統計局が2024年10月に発表した2024年

第 ３四 半 期（ 7～ 9月 ） の 実 質 国 内 総 生 産

（GDP、速報値）成長率は前年同期比4.６％と、

第 2四半期（ 4～ ６月）の4.7％から減速してお

り引き続き厳しい景況感となっているものの、

「飲食」は６.2％と全体の成長率を上回る形と

なっています。また、中国の景況感について消費

全体の伸び率は鈍っているものの、サービス分野

を中心に引き続き好調が見込める分野も少なくな

いとされています。

2024年10月に開催された酒類関連のイベントで

は、日本酒を取扱う各酒蔵ブースに多くの来場者

が訪れており、「日本」への関心度合いが高いこ

とが伺えました。

広大な国土と複数の民族で構成される「中国」

において人口は14億人を超え、内陸部を中心に他

諸国も参入していないマーケットが存在していま

す。一方、各地域で消費動向が異なることでマー

ケット戦略は複雑で、かつ、貿易面の手続面にお

いても煩雑な面があることは事実として存在して

います。

福井県上海事務所では、県内企業の皆さまのご

支援を行うべく、中国全土および香港、台湾にお

ける販路開拓・拡大、海外拠点の設置に関する

様々なサポートメニューを取り揃えております。

それらに関するご相談や、お悩みの際は、福井

県上海事務所までお気軽にお問い合わせくださ

い。
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３．ベトナムの地域別特徴

ベトナムは南北に細長い地形をしているため、

地域によって人々の考え方や価値観、歴史、文

化、気候、消費スタイルなどが大きく異なりま

す。ホーチミン市（南部）からハノイ市（北部）

までの距離は約1,６00㎞、飛行機で 2時間15分、

電車で３4時間25分から３7時間15分かかります。私

の駐在しているホーチミン市と首都ハノイ市との

距離は、隣国のプノンペン（カンボジア）やバン

コク（タイ）、ビエンチャン（ラオス）より離れ

ています。

各地の地域性を簡単にまとめた表が【図表 ３】

省別/年別 都市名

ホーチミン市 ホーチミン 1,453 60.0% 1,610 60.1% 480 48.5% 201 37.2% 1,064 50.0%

ハノイ市 ハノイ 556 23.0% 609 22.7% 311 31.4% 203 37.6% 603 28.4%

ダナン市 ダナン 114 4.7% 127 4.7% 34 3.4% 38 7.1% 136 6.4%

カインホア省 ニャチャン 29 1.2% 33 1.2% 15 1.5% 10 1.8% 83 3.9%

クアンニン省 ハロン 47 1.9% 55 2.1% 37 3.8% 23 4.3% 37 1.7%

キエンザン省 フーコック 19 0.8% 21 0.8% 11 1.1% 10 1.8% 27 1.3%

クアンビン省 ドンホイ 17 0.7% 18 0.7% 8 0.8% 3 0.6% 14 0.7%

合計 2,422 100.0% 2,680 100.0% 990 100.0% 540 100.0% 2,127 100.0%

2018 20222021（コロナ）2020（コロナ）2019

【図表 2】省別観光収入� （単位：億円/ 1 VND≒0.006円）

（出所：ベトナム統計総局）

項目/地域別 北部 中部 南部

地域特性 政治の中心 観光地で有名 経済の中心

気候 四季がある 自然災害が多い 一年中熱い

性格・性分 堅実的
慎重
貯金に励む

勤勉
チャレンジ精神旺盛
倹約家

温厚で楽天的
商売人
購買意欲旺盛

食事の味 ・しょっぱい（塩味が
強め）

・辛い（唐辛子を多く
使用）

・甘い（砂糖、ココ
ナッツミルクを使用）

代表料理 ・フォー
・ブンチャ
・フォークオン
・バインクオン
・チャカラボン

・ミークワン
・ブンボーフエ
・バインカン
・カオラウ
・ブンチャカー

・バインセオ
・生春巻き
・フーティウ
・ブンヌックレオ
・ラウマム

主な旅行先 ・ハノイ
・ハロン
・ニンビン
・サパ
・ハザン

・ダナン
・ホイアン
・ニャチャン
・フエ
・ダラット

・ホーチミン
・フーコック
・ムイネー
・ブンタウ
・カントー

世界遺産 ・ハロン湾

・タンロン王城遺跡

・チャンアン複合景観

・ホー王朝の城塞

・フエの建造物群

・ホイアンの街並み

・ミーソン聖域

・フォンニャケバン国立公園

・なし

主な少数民族
（北部・中部
に多く居住）

・モン族
・タイ族
・ザオ族
・ヌン族

・バナール族
・エデ族
・エムノン族
・ザライ族

・クメール族
・ホア族
・スティエン族
・チャム族

【図表 3】ベトナム北部・中部・南部の特徴

（HPを参考に筆者作成）

１．はじめに

ベトナムには、日本の皆さんにはあまり馴染み

のない観光地がたくさんあります。ベトナムは６３

省（ 5つの中央政府直轄都市と58の省）あり、54

の民族（キン族約8６％と5３の少数民族）が住んで

います。ベトナム国内には、22の民間空港が整備

されており、ホーチミン市やハノイ市、ダナン市

などの大都市から比較的簡単に地方都市へアクセ

スすることができます。

２．ベトナムを訪れる観光客数の推移

【図表 1】「ベトナムへの国別渡航者数」の推

移をみると、国外からの旅行需要はコロナ前の水

準に戻りつつあります。近年は飛行機の直行便本

数が多い韓国からの観光客数が中国からの観光客

数を上回る状況が続いています。世界最大の人口

を誇るインドからの観光客もよく目にするように

なりました。足元、円安の影響はありますが日本

からの観光客の数も回復しています。一方、親密

国であるロシアからの観光客は減少しています。

外国人観光客の多くは、これまでホーチミン市

やハノイ市、ダナン市などベトナムの主要都市に

滞在するケースがほとんどでした。しかし、近年

はベトナムの地方都市が観光客誘致に力を入れて

取り組んでいることから地方都市を訪れる外国人

観光客の数も順調に増加しています。

【図表 2】「ベトナムの省別観光収入」の推移

をみると、ホーチミン市、ハノイ市、ダナン市の

順に観光収入が多い状況は変わりませんが、全体

の数字に占める ３都市合算の比率は徐々に低下し

ています。一方で、カインホア省（ニャチャン）

やキエンザン省（フーコック）等の地方を訪れる

観光客は増えていることが分かります。

ベトナム旅行のすすめ
北陸銀行ホーチミン駐在員事務所　山　田　太　一

国別/年別 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024/1-10
韓国 3,485 4,291 840 33 965 3,595 3,735

中国 4,967 5,806 959 58 125 1,743 3,011

台湾 714 927 197 11 126 851 1,063

アメリカ 687 746 174 4 318 717 637

日本 827 952 205 9 175 590 585

オーストラリア 387 384 93 1 145 390 396

インド - - - - - 392 395

マレーシア 540 606 117 1 171 470 392

カンボジア 203 228 122 1 201 402 366

タイ 349 510 128 3 202 489 340

合計 15,498 18,009 3,837 157 3,661 12,602 14,125

【図表 1】国別渡航者数� （単位：千⼈）

（出所：ベトナム国家観光局HP）
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５．ベトナムの宿泊施設
ベトナムで国内旅行のメリットの 1つが、日本

と比べて宿泊施設の料金が安価であるという点で

す。ベトナムの宿泊施設の種類にはホテル（ 1つ

星から 5つ星）、ホームステイ（日本でいう民

宿）、ニャーギー（簡易ホテル）などがありま

す。一般的に、ニャーギー、ホームステイ、ホテ

ルの順で宿泊費は高くなり、サービスや部屋の衛

生面に関する問題は少なくなります。事前に各宿

泊施設のSNSを確認し、評判を確認したうえで宿

泊施設の予約を行うことをおすすめします

宿泊施設についても前述の移動手段と同様、パ

ソコンやスマートフォンを通して予約することが

できます。ベトナムで宿泊を伴う国内旅行をする

場合、Agoda、Hotels.com、Airbnbなどのアプ

リを使って簡単に宿泊予約ができます。

６．おわりに
経済発展を続けるベトナムでは年々都市人口が

増加し、2021年時点で都市人口比率が３8％になり

ました。裏を返せば、現在も全人口（約 1億人）

の６2％は地方に住んでいることになります。

ホーチミン市やハノイ市、ダナン市などベトナ

ムの大都市を訪れた後は、是非ベトナムの地方都

市へ足を運ばれることをおすすめします。きっと

現地で生活している人たちの素朴な生活風景や手

つかずの自然の美しさを目にすることができま

す。

私自身ベトナムに駐在している間にベトナムを

隅々まで回ってみたいと思います。

「ベトナム北部・中部・南部の特徴」です。ベト

ナム各地を旅行される際、地元住民の性格や現地

の天候、味付けなど事前にインプットしておくと

より楽しい滞在になると思います。

４．ベトナムの移動手段
ベトナムで国内旅行を楽しむ際は、行き先によっ

て、陸路（鉄道、バス、リムジン）、海路（フェ

リー）、空路（飛行機）の移動手段を選択すること

になります。一般的に陸路、海路、空路の順にチ

ケットの値段は高くなり、目的地までの所要時間

は短くなります。ベトナムの場合、日本同様、ほ

とんどの移動手段のチケットはパソコンやスマー

トフォンを通して購入することができます。

ベトナムでは長距離バス・リムジンのチケット

は日本と比べると安価です。長距離バス・リムジ

ンを利用する場合、標準的なサービスとして目的

地の宿泊先まで送迎が付いているので非常に便利

です。近年はベトナム国内の主要都市を結ぶ高速

道路の整備が各地で着々と進んでおり、陸路の移

動は以前に比べるとそれほど苦にならなくなりま

した。ベトナムで陸路を利用した国内旅行をする

場合、Ve tau（鉄道）、FUTA、KUMHO SAMCO

（長距離バス）、Vexere（長距離リムジン）など

のアプリを使ってチケットを購入できます。

ニャチャンの海岸 フーコックの世界一長いロープウェイ

サパのファンシーパン山 コンダオ島
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１．北陸
北陸各県の海外進出拠点は、富山県が817件、

石川県が229件、福井県が３84件となり、三県合計
では1,4３0件となった。

富山県の海外進出拠点817件は、前回の815件よ
り 2件増加した。地域別の拠点数をみると、まず
中国が３22件（構成比３9.4%）であり、前回と同
数であった。次いでASEANが2３7件（構成比
29.0%）で、マレーシアで 1件増加した。その
他、台湾で 1 件増加している。他の主な地域では
欧州が６1件（構成比7.5％）、米・カナダが６5件
（構成比8.0％）であり、いずれも前回と同数で
あった。

（注） 同県では大企業の海外拠点を計上してお
り、他 2県と比べて数字が大きくなって
いる。

石川県の海外進出拠点229件は、前回の227件よ
り 2 件増加した。地域別の拠点数をみると、まず
中国が６６件（構成比28.8%）で 2件増加した。次
にASEANではタイで ３件減少、シンガポールで
1件減少した結果、ASEANでの進出拠点は前年
から 4 件減少し99件（構成比4３.2%）となり、構
成比では中国を14.4ポイント上回っている。

（注） 県内に本社のある企業のみを調査対象と
して、企業へのアンケート形式で調査。

福井県の海外進出拠点は３84件で、前回の３81件
より ３件増加した。地域別の拠点数をみると、中
国が18３件（構成比47.7%）で前回から 2件増加
した。地域別内訳は華東（上海市）で 2件増加し
たことによる。次いでASEANが104件（構成
27.1%）で、こちらは前回と同数である。

２．全国
経済産業省の第5３回海外事業活動基本調査

（2022年度実績）によると、日本企業の海外での
現地法人企業数は24,415社となり、前回調査の
25,３25社より910社減少した。

企業数の多い順に国・地域別の動向をみると、
ま ずASEANが7,2６３社(構 成 比29.7％)で 前 回 の
7,4３5社より172社減少となった。ASEANの国別
の増減内訳をみると、減少数の多い順にタイ77
社、シンガポール３9社、インドネシア３5社、ミャ
ンマー1３社、マレーシア10社、それぞれ減少し
た。次いで中国が６,90３社（構成比28.３％）で前
回の7,28６社より３8３社減（全体減少数の42.1％）
となった。この結果、ASEANが中国を1.4ポイ
ント上回る形となっている。企業数が ３番目に多
い米国・カナダは ３ ,079社（構成比12.６％）で
122社減少、 4番目の欧州が 2 ,709社（構成比
11.1％）で10３社減少となった。

なお、北陸の進出拠点数には駐在員事務所等を
含んでいるなど厳密な比較にはならないが、北陸
と全国の地域別構成比を比較すると、北陸は中国
の拠点数が３9.9％と全国より11.６ポイント上回っ
ている。ASEAN等を加えたアジア合計では北陸
は82.2％となり、全国の６7.8％より14.4ポイント
高い。一方、米・カナダと欧州を加えた欧米計の
比率では、北陸は14.３％と全国の2３.7％より9.4
ポイント低い。

北陸三県企業の海外進出状況
北陸AJEC　酒　井　秀　行

北陸企業の海外進出状況を、各機関の調査をもとに、北陸三県全体として取りまとめたので報告す
る。海外進出拠点としてカウントされている事業所等は各機関の調査に回答のあったものだけであり、
実態とは相違があること、各機関によって調査方法・調査対象が異なることに留意する必要がある。

表 1　主要地域抜粋
日本全体

（現地法人数） 構成比 北陸三県
（海外拠点数） 構成比

中 国 ６,90３ 28.３% 571 ３9.9%
ASEAN10ヵ国 7,2６３ 29.7% 440 ３0.8%
（アジア合計） (1６,547) (６7.8%) (1,175) (82.2%)
米・カナダ ３,079 12.６% 104 7.３%
欧 州 2,709 11.1% 100 7.0%
（ 欧 米 計 ） (5,788) (2３.7%) (204) (14.３%)

表 2　北陸三県企業海外進出拠点件数 （　）内は前回報告の数字　　　　（単位：件、％）

国　　名 日本全体
①

富山県

富山県
増減
件数

富山県内
での

構成比率

②
石川県

石川県
増減
件数

石川県内
での

構成比率

③
福井県

福井県
増減
件数

福井県内
での

構成比率

合　計（注 3 ）

①＋②＋③

北陸三県内
での

構成比率

北陸三県の
前回報告
からの

増減件数

中　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

国

東　

北

黒龍江省 10 (9) 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0.0 (0.0) 0
吉 林 省 17 (22) ３ (３) 0 0.4 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0 0.0 ３ (３) 0.2 (0.2) 0
遼 寧 省 40６ (4３1) 48 (48) 0 5.9 5 (5) 0 2.2 10 (10) 0 2.６ ６３ (６３) 4.4 (4.4) 0
（小計） 433 (462) 51 (51) 0 6.2 5 (5) 0 2.2 10 (10) 0 2.6 66 (66) 4.6 (4.6) 0

華　
　

北

北 京 市 224 (2３7) 1６ (1６) 0 2.0 0 (0) 0 0.0 ６ (６) 0 1.６ 22 (22) 1.5 (1.5) 0
天 津 市 220 (24３) 7 (7) 0 0.9 0 (0) 0 0.0 ３ (３) 0 0.8 10 (10) 0.7 (0.7) 0
河 北 省 48 (47) 2 (2) 0 0.2 0 (0) 0 0.0 1 (1) 0 0.３ ３ (３) 0.2 (0.2) 0
山 東 省 2６7 (288) 1６ (1６) 0 2.0 5 (5) 0 2.2 17 (17) 0 4.4 ３8 (３8) 2.7 (2.7) 0
（小計） 759 (815) 41 (41) 0 5.0 5 (5) 0 2.2 27 (27) 0 7.0 73 (73) 5.1 (5.1) 0

華　
　
東

上 海 市 2,059 (2,18３) ６5 (６5) 0 8.0 19 (17) 2 8.３ 51 (49) 2 1３.３ 1３5 (1３1) 9.4 (9.2) 4
江 蘇 省 1,055 (1,08３) ３5 (３5) 0 4.３ 18 (19) ▲  1 7.9 19 (19) 0 4.9 72 (7３) 5.0 (5.1) ▲  1
浙 江 省 281 (294) 22 (22) 0 2.7 4 (5) ▲  1 1.7 2３ (2３) 0 ６.0 49 (50) ３.4 (３.5) ▲  1
（小計） 3,395 (3,560) 122 (122) 0 14.9 41 (41) 0 17.9 93 (91) 2 24.2 256 (254) 17.9 (17.8) 2

華　

南

広 東 省 87３ (901) 47 (47) 0 5.8 4 (３) 1 1.7 19 (19) 0 4.9 70 (６9) 4.9 (4.8) 1
福 建 省 78 (81) 7 (7) 0 0.9 2 (2) 0 0.9 5 (5) 0 1.３ 14 (14) 1.0 (1.0) 0
（小計） 951 (982) 54 (54) 0 6.6 6 (5) 1 2.6 24 (24) 0 6.3 84 (83) 5.9 (5.8) 1

長江中流（注1） 1６0 (1６8) 15 (15) 0 1.8 0 (0) 0 0.0 ３ (３) 0 0.8 18 (18) 1.３ (1.３) 0
黄河中流（注 2） ３1 (３9) 1 (1) 0 0.1 1 (1) 0 0.4 1 (1) 0 0.３ ３ (３) 0.2 (0.2) 0
甘 粛 省 0 (0) 1 (1) 0 0.1 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0 0.0 1 (1) 0.1 (0.1) 0
四 川 省 44 (42) ３ (３) 0 0.4 0 (0) 0 0.0 1 (1) 0 0.３ 4 (4) 0.３ (0.３) 0
小　　計 5,773 (6,068) 288 (288) 0 35.3 58 (57) 1 25.3 159 (157) 2 41.4 505 (502) 35.3 (35.3) 3

香 港 1,077 (1,12６) 28 (28) 0 ３.4 8 (7) 1 ３.5 22 (22) 0 5.7 58 (57) 4.1 (4.0) 1
マ カ オ ３ (5) 2 (2) 0 0.2 0 (0) 0 0.0 1 (1) 0 0.３ ３ (３) 0.2 (0.2) 0
不明、その他 50 (87) 4 (4) 0 0.5 0 (0) 0 0.0 1 (1) 0 0.３ 5 (5) 0.３ (0.4) 0
中国合計 6,903 (7,286) 322 (322) 0 39.4 66 (64) 2 28.8 183 (181) 2 47.7 571 (567) 39.9 (39.8) 4

台 湾 9３0 (952) 2３ (22) 1 2.8 12 (10) 2 5.2 19 (19) 0 4.9 54 (51) ３.8 (３.６) 3
韓 国 7６1 (7６7) 1６ (1６) 0 2.0 9 (9) 0 ３.9 1６ (1６) 0 4.2 41 (41) 2.9 (2.9) 0

Ａ

Ｓ

Ｅ

Ａ

Ｎ

インドネシア 1,104 (1,1３9) ３2 (３2) 0 ３.9 7 (7) 0 ３.1 8 (8) 0 2.1 47 (47) ３.３ (３.３) 0
シンガポール 1,0６３ (1,102) 20 (20) 0 2.4 11 (12) ▲ 1 4.8 17 (17) 0 4.4 48 (49) ３.4 (３.4) ▲ 1
タ イ 2,29３ (2,３70) 88 (88) 0 10.8 ３1 (３4) ▲  3 1３.5 28 (28) 0 7.３ 147 (150) 10.３ (10.5) ▲ 3
フィリピン ６07 (６04) ６ (６) 0 0.7 ３ (３) 0 1.３ 7 (7) 0 1.8 1６ (1６) 1.1 (1.1) 0
ベ ト ナ ム 1,22３ (1,2３0) 5３ (5３) 0 ６.5 ３9 (３9) 0 17.0 ３0 (３0) 0 7.8 122 (122) 8.5 (8.６) 0
マレーシア 779 (789) 2３ (22) 1 2.8 ６ (６) 0 2.６ ３ (３) 0 0.8 ３2 (３1) 2.2 (2.2) 1
ミャンマー 10６ (119) 9 (9) 0 1.1 1 (1) 0 0.4 4 (4) 0 1.0 14 (14) 1.0 (1.0) 0
カンボジア ６4 (６0) 5 (5) 0 0.６ 0 (0) 0 0.0 7 (7) 0 1.8 12 (12) 0.8 (0.8) 0
ラ オ ス 20 (18) 1 (1) 0 0.1 1 (1) 0 0.4 0 (0) 0 0.0 2 (2) 0.1 (0.1) 0
ブ ル ネ イ 4 (4) 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0.0 (0.0) 0
小 計 7,263 (7,435) 237 (236) 1 29.0 99 (103) ▲ 4 43.2 104 (104) 0 27.1 440 (443) 30.8 (31.1) ▲ 3

イ ン ド 597 (６04) 4３ (4３) 0 5.３ 5 (4) 1 2.2 5 (4) 1 1.３ 5３ (51) ３.7 (３.６) 2
そ の 他 ア ジ ア 9３ (92) 11 (11) 0 1.３ 1 (1) 0 0.4 4 (4) 0 1.0 1６ (1６) 1.1 (1.1) 0
ア ジ ア 計 16,547 (17,136) 652 (650) 2 79.8 192 (191) 1 83.8 331 (328) 3 86.2 1,175 (1,169) 82.2 (82.2) 6

欧 州 2,709 (2,812) ６1 (６1) 0 7.5 14 (14) 0 ６.1 25 (25) 0 ６.5 100 (100) 7.0 (7.0) 0
（うちロシア） 10３ (122) 5 (5) 0 0.６ 0 (0) 0 0.0 0 (0) 0 0.0 5 (5) 0.３ (0.4) 0

オ セ ア ニ ア 488 (502) 10 (10) 0 1.2 0 (0) 0 0.0 1 (1) 0 0.３ 11 (11) 0.8 (0.8) 0
米 ・ カ ナ ダ ３,079 (３,201) ６5 (６5) 0 8.0 17 (17) 0 7.4 22 (22) 0 5.7 104 (104) 7.３ (7.３) 0
中 南 米 1,277 (1,３41) 2６ (2６) 0 ３.2 ３ (３) 0 1.３ 4 (4) 0 1.0 ３３ (３３) 2.３ (2.３) 0
中東・アフリカ ３15 (３３３) ３ (３) 0 0.4 ３ (2) 1 1.３ 1 (1) 0 0.３ 7 (６) 0.5 (0.4) 1
合 計 24,415 (25,325) 817 (815) 2 100.0 229 (227) 2 100.0 384 (381) 3 100.0 1,430 (1,423) 100.0 (100.0) 7

（注 1 ）長江中流：湖南省・湖北省・江西省・安徽省
（注 2 ）黄河中流：陜西省・河南省・山西省・内蒙古自治区
（注 3 ）三県合計は集計方法・時期が違うため参考数値

【今回 （Warm TOPIC Vol.181 掲載） 使用資料】
日本全体：「第53回海外事業活動基本調査」　2022年度実績　経済産業省
①富山県：富山県商⼯労働部立地通商課調べ  2024年10月　
②石川県：「石川県内企業の海外進出動向」 調査期間：2023年 1 ～12月 石川県商⼯労働部産業政策課・ジェトロ金沢
③福井県：「福井県の国際化の現状 2024年 9 月」 福井県産業労働部国際経済課（※2024年 3 月末時点のデータ）

【前回 （Warm TOPIC Vol.175 掲載） 使用資料】
日本全体：「第52回海外事業活動基本調査」　2021年度実績　経済産業省
①富山県：富山県商⼯労働部立地通商課調べ  2023年 8 月
②石川県：「石川県内企業の海外進出動向」 調査期間：2022年 1 ～12月 石川県商⼯労働部産業政策課・ジェトロ金沢
③福井県：「福井県の国際化の現状 2023年 8 月」 福井県産業労働部国際経済課
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①��なぜ、留学先に日本・北陸地域の大学を
選んだのですか？
中国の大学を卒業後、「さらに見聞を広げた

い、もっと知識が欲しい」と考えていたので、日

本に留学することを決めました。元々興味を持っ

ていた心理学にチャレンジしようと思い、研究課

題を絞り込み、実際に金沢まで見学に来たとこ

ろ、自然環境の豊かさと穏やかな雰囲気に魅せら

れ、金沢大学に入学を決めました。

②��なぜ、就職先に日本・北陸地域の企業を
選んだのですか？
日本は企業への就職サポートが厚く、就職活動

を行いやすい環境だったため、日本での就職を希

望しました。日本の中でも北陸の企業を選んだの

は、大学生活を北陸で過ごし、自分に合っていて

住みやすいと感じたためです。

③��現在の就職先は、どのようにして見つけ
たのですか？�また、この企業に就職を
決めた理由は何ですか？
大学の就職関係の授業で、話を聞いて興味を

持ったのがこの会社を知ったきっかけです。その

後、実際に自分の目でしっかり確認したいと思

い、大学の合説に足を運んだり、会社見学をした

りしました。

会社見学では雰囲気の良さ、働いている人たち

が活気ある点、工場のロボット化・自動化も進ん

でおり、会社として成長に前向きな点に好感を持

ち、働くイメージができたため、入社したいと思

いました。

会社で働く時間は一日の多くを占め、職場の仲

間は親よりも長い時間過ごすことになるので、

しっかり会社を直接見学することをおすすめしま

す！

北陸企業で活躍する留学生OB紹介

※你好（こんにちは）
■プロフィール
名　　　　前：王　啓（オウ ケイ）
母　　　　国：中華人民共和国
来日した年：2017年
留 学 期 間：2017年 7 月～2022年 ３ 月
留学先大学：金沢大学
専　　　　攻：人間社会環境研究科人文学
母国での専攻：エネルギー化学工学
勤　務　先：株式会社小松電業所
配　属　先：生産技術部生産技術課設計班
勤 続 年 数： 2年 8か月（2024年11月末時点）

④��就職活動に際して、大学からどのような
（留学生向けの特別な）支援がありまし
たか？�また、どのような支援があれば
よいと思いますか？
留学生向けキャリア形成・地域定着促進プロ

ジェクトで、就職活動の支援をしていただきまし

た。プロジェクトでは、就職活動の参考となるビ

ジネス日本語やコミュニケーションを学ぶ授業を

受けることができたり、留学生の採用に積極的な

企業と話ができる合同企業説明会に参加すること

ができました。

あったらいいなと思う支援は、留学生の採用に

積極的な企業とのマッチング制度です。自分の興

味のある分野や大切にしていることを伝えて、一

致した企業と留学生を結び付ける制度があれば、

視野を広げていろいろな業界・企業を見ることが

できると思うからです。

⑤��職場では具体的には、どのような仕事を
されていますか？�仕事には慣れました
か？�仕事での苦労はありますか？
現在は生産技術部生産技術課にて、幅広い業務

を担当しています。メイン業務は製品を作るため

の図面の作成や治具（製品を固定する器具）の設

計です。

他にも機械設備の選定や設計に携わったり、製

品の不具合が出たときには品質保証の部門と協力

しながら工程を設計し直したりと、いろいろな部

署や協力企業の方と関わりながら、様々なことに

挑戦しています。仕事は大変なこともあります

が、先輩や周りの方に相談しやすい環境なので、

助かっています。

⑥��大学で習得した専門知識や能力は活かせ
ていますか？�また、今後、どのような
キャリアを形成していきたいですか？
大学で学んだ論理的な考え方や図面の基礎知識

を活かせていると思います。

今後のキャリアの目標は、なんでも対応できる

人になることです。日常業務は当たり前にこなせ

て、誰もやったことがない業務にも積極的に挑戦

し、結果を残せる人になりたいと思っています。

⑦���北陸（石川県）での暮らしはどうです
か？�また、休日はどのように過ごされ
ていますか？
私は石川県小松市に住んでいますが、小松市は

市内に大きなショッピングモールがあり、穏やか

な雰囲気で静かに暮らせる場所です。また市内に

は空港があり、上海行きの便も飛んでいるため、

帰国にとても便利です。休日はショッピングに出

かけたり、家でゆっくり休んだり、料理を作った

りして過ごしています。最近は肉まんを一から作

りました！

⑧��日本・北陸地域で働いていく上で、困っ
たことがありましたら教えてください。
北陸地域で働く場合は車を運転できたほうがい

いと思いますが、北陸の冬は雪が多く降ります。

気温も下がるため、道が凍結することがあり、少

し運転しづらいことが悩みです。暖かい時期にな

るべく運転の練習をして、運転に慣れておくこと

が大切だと思います！

⑨�留学生に北陸企業へ就職してもらうに
は、どうすればよいと思いますか？
実際に留学生が入った時にできる仕事はどんな
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仕事なのか、インターンシップやアルバイトでも

いいので体験できる機会があれば、留学生がより

北陸の企業に就職してくれるようになると思いま

す。

⑩�今後の北陸地域発展のためには、どのよ
うなことを行なっていけばよいと思いま
すか？
小松市を含め北陸はものづくりが盛んな地域な

ので、地域の特徴を活かしながら、今後はデジタ

ル技術の導入にも力をいれて、地域全体で製造業

を盛り上げていくことが大切だと思います。弊社

は最先端ロボットやIoTの導入・DX化を積極的

に進めているので、私も生産技術として積極的に

新しい技術の導入に力を入れていきたいです。

⑪�北陸企業への就職を希望する後輩へアド
バイスをお願いします。
私からは ３ つの就職活動のアドバイスがありま

す。

1  ．就職活動では、ぜひいろんな業界・職種を

調べてみてください。そして実際に自分の目

で見てみて下さい。

2  ．選考等に進む会社を決める際に悩んだとき

は、自分はこれがだめ、これは譲れないとい

う風に消去法を使って考えるのがおすすめで

す！

３  ．面接では、ネット上に載っている他の人の

言葉をコピーするのではなく、自分の言葉で

考えて、良く見せようとしすぎずに本当の自

分を見せたほうがいいと思います。

ぜひ就職活動頑張ってください！

⑫将来の夢を教えてください。
設備や治具の良い設計を行い、作業をする方の

苦汁作業を無くしていきたいです！ 0災職場を技

術面から作っていきたいです。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（以下は企業さま向け質問）

所属・役職： 業務部 人財開発室 室長／

　　　　　　生産技術部 生産技術課 課長

お　名　前：竹川　洸／寺田　祟人

⑬�企業さまの求める人物像、留学生採用方
針、育成方針について教えてください。

（人物像）

小松電業所は「成長」を大切にしている会社で

す。社員一人ひとりが働きがいを感じ、成長の機

会を求めて挑戦することが、会社の成長につなが

ると考えています。

そのため、社会の変化や会社の変化を楽しみな

がら成長のために現状維持ではなく挑戦すること

を選べるような方を求めています。また、環境変

化が激しい時代だからこそ、変化に柔軟に素早く

対応できる方と一緒に働けたらと思っています。

（採用方針）

国籍はもちろんですが、年齢や性別、新卒・

キャリア採用等を問わず、多様な人材の採用に取

り組んでいきたいと考えています。

また、会社と応募者は双方が選び選ばれる対等

な関係であると考え、お一人お一人とじっくり向

き合い、不安な点や理解できていない点がないか

など細かい部分まですり合わせを行っています。

選考を通じて、会社の方針や仕事内容、働く環

境などをしっかりと理解し、よく考え、最後は自

ら納得のいく決断をしていただけるように応募者

が知りたい情報は出来る限り提供するように心が

けています。

（育成方針）

留学生であるかないかに関わらず、社員が成長

するためには、「挑戦する力」「振り返る力」「楽

しむ力」の ３つの力を鍛えることが大切であると

考えています。

そのために「挑戦的な職務の割当て」を行うこ

とを意識し、定期的な面談や普段の関わりの中で

適切な振り返りができるよう「内省支援」をして

いきたいと思っています。また、仕事にやりがい

や意義を見出してもらうために、その仕事の背景

や目的をしっかり伝えるなど「動機づけ」を行う

ことも重要になります。

更に、このような育成を行っていくために上司

や部下などの役割や部署を超えて協働し、互いに

学び合おうとする雰囲気作りや変化に適応し続け

る企業文化をつくっていきたいと思っています。

⑭�働いている方のキャリアビジョン（将来
の理想像、理想の働き方や生き方など）
について、どのようにお考えですか？
弊社は従業員一人ひとりの成長を大切にしてお

り、各自の思考や適性を考慮しながら柔軟なキャ

リアを描ける会社です。日本国内での勤務の他、

将来的には希望に応じて他の海外拠点での業務に

挑戦する機会も得られます。また、社内教育や外

部の研修を活用し、スキルアップを図ることが可

能です。キャリア形成の支援として、上司やメン

ターによる定期的な面談を行い、自己成長をサ

ポートしています。

⑮�留学生を採用するに際して、どのような
ご苦労がありましたか？
留学生と接点を持つことができる合同企業説明

会等の機会が少ないため、母集団の形成に苦労し

ました。また入社が決まった際に、就労ビザの申

請手続きや住居の契約など企業側が手続きに関わ

る必要がある場合が多いので、大変でした。

ビジネス日本語に不安がある方は、個別にフォ

ローを行ったり、生活面のサポートをしたりと、

一人ひとりに合わせたフォローを心がけて対応す

るように注意しています。

⑯�留学生は会社にとってどのような存在で
すか？�また、留学生にどのようなこと
を期待されておられますか？
グローバル化の流れに伴い中国子会社とのやり

取りが増え、留学生の方々は日本と中国のパイプ

役として必要不可欠な存在になっています。今後

は、語学力を活かした仕事に留まらず、中国子会

社の品質向上や生産技術的な指導など会社の事業

成長に係る分野に幅広く関わっていっていただき

たいと思っています。

また、留学生は、仕事に対して非常に積極的で

向上心のある方が多いと感じています。積極的に

仕事に取り組む姿勢には、周囲の社員にも良い影

響を与えているのではないでしょうか。

⑰�上司としてのお立場から、ご本人の活躍
振りやご本人に期待している内容を一言
お願いします。
王さんは、新しい業務に対して積極的に取り組

んでおり、自分で設計したものを現場で組み立て

るなど技術力を磨き、メイン設計者として活躍し

ています。
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今後も、チャレンジ精神を持ちながら、幅広く

活躍する生産技術者になることを期待していま

す。

⑱企業概要
会　社　名：株式会社小松電業所

本社所在地：石川県小松市国府台 5－20

資　本　金：2,470万円

設　立　日：19６7年 7 月 1 日

代　表　者：塚林　幸作

事 業 概 要：建設機械部品の製造

えーじぇっく日誌、今後の予定
●えーじぇっく日誌● 10月20日〜12月20日

開催場所内　　容

12月20日 Warm TOPIC（ウォーム・トピック）　Vol.181発行 情報発信 −

●今 後 の 予 定● 12月20日現在
開催場所内　　容

10月20日 Warm TOPIC（ウォーム・トピック）　Vol.180発行 情報発信 −

12月17日 北陸AJEC 第73回企画部会 組織運営 金沢
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